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はじめに
「ことの重さにひきかえ，何と軽々と決まっていくものか―。」教育ジャーナリストの山岸駿介は，
2001年の夏に起きた文部科学省による高等教育行政の「大転換（１）」を，筑紫哲也のテロ特措法・自
衛隊法改正への慨嘆を引き合いに，こう表現した（２）。
近年の行財政改革と規制緩和政策，国際的な産業競争力強化を命題とする財界の要請，さらには科
学技術政策をめぐる議論などに端を発する高等教育行政の「大転換」（事前規制から事後チェックへ
＝大学「構造改革」の流れ）により，市場化・国際化という競争的環境下に置かれた日本の「大学」
は今日，多方面からの「評価」にさらされ，おしなべて「改革」を迫られている。
「聖域なき構造改革」の旗印の下，国立大学は一斉に「法人化」され，18歳人口の減少による「大
学全入時代」が到来する中，多くの私立大学や短期大学などでは，既に定員割れの情況が続出してい
る。公立大学をめぐっては「地域主権」の主張とも相俟って，時に既成政治の混迷を照らす希望の光
の如く看做されることも多い改革派首長たちの「強いリーダーシップ」によって，国立大学以上にラ
ディカルな大学改革が次々と断行されている。まさに「大学サバイバル（３）」，「大学淘汰の時代（４）」
である。
本論では，このような情況を踏まえ，大学職員として，また，それ以前は民間シンクタンクの大学
職員研修（SD＝スタッフ・ディベロップメント（５））企画担当者として，これまで筆者が垣間見てき
た「大学改革」の現状と課題について概観し，今後の方向性について若干の展望を試みたい。
１．「大学改革論」の潮流
そもそも「大学」とは何か。舘昭は，その意味を次の三つに整理する。①文字通り日本の「大
学」とされるもの，②西欧中世の universitasに由来する英語の universityの訳語としての「大学」，
③一般的に高度な知識の教育機関の総称としての「大学」。そして大学が，③の「高度な知識の教育
機関の意味のものであれば，その繁栄は必定である。しかし，universityとしての大学がどうか，さ
らには，日本の「大学」がどうかと言えば，それは無条件ではありえない。かつて「高度」であった
知識が，複雑であっても有効でなくなった例は枚挙にいとまがない。「大学」も universityも，岐路
において，消滅への道ではなく，繁栄への道を歩めるか否かは，それが当該社会にとって「高度な知
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識」の機関でありえるか否かにかかっている」と警告する（６）。
山野井敦徳が，「大学は Aから Zまでのあらゆる学問領域を研究するところである。ただ，自らを
除いては」と記す通り（７），大学の「自己研究」の歴史は極めて浅い。「大学」そのものを学問的考察
の対象とする機関が日本で初めて制度化されたのは 1972年，学園紛争を契機として広島大学に設置
された大学問題調査室（1970年）を母体とする「大学教育研究センター」（現広島大学高等教育研究
開発センター）である。ちなみに「万学がここにある（８）」東京大学において高等教育研究講座が設
置されたのは 1992年（９），「大学」の学術的研究は，未だその端緒にあるといっても過言ではない（10）。
朝日新聞社が発行する『大学ランキング（11）』は，1994年の創刊以降，各大学の改革動向に少なか
らぬ影響を及ぼしているが，創刊以来その編集に携わる小林哲夫は，「大学人が語る大学の話」を次
のように大別する。①教育社会学・高等教育研究の専門家による大学論，②それら以外を専門とする
大学人が語る大学論。その上で小林は，天野郁夫，金子元久，竹内洋，苅谷剛彦など前者，教育社会
学系の研究者たちの政策提言が 1991年（12）以降の大学改革や教育政策において議論される機会は少な
く，発言力があったのは，江崎玲於奈，木村孟，有馬朗人など後者，特に自然科学系の大家たちであっ
たと指摘している（13）。
教育学界全体の視座はどうか。日本教育学会は 2003年と 2009年，大学改革に関わる議論を展開し
ているが，大学改革と「フンボルト理念（14）」，「教員養成大学・学部の改組問題」に関心が示されて
いるのが印象的である（15）。また松浦良充は，大学・高等教育研究が次のように大きく三つの方向に
分極化していると指摘する。①マクロ的観点からの大学・高等教育システム研究（教育の社会学・経
済学・歴史学的アプローチや比較教育学），②実践研究（教育方法・カリキュラム・学生支援，関連
して教育評価・FD（16）・臨床的アプローチ），③大学・高等教育機関の組織・管理運営・経営研究（財
務・会計・大学評価・SD）。
松浦は，これら分極化の動きが「改革の需要に対して局所的には有効であるかもしれない。けれど
も全体像が見えないところで「開発」される授業上の工夫，経営のノウハウや評価技術などは，短期
的な効果を発揮できても，大学・高等教育政策の大きな文脈における整合性を保証できない」として，
近年の「大学改革論」の本質的課題を提示している（17）。
筆者はここ数年，シンクタンク研究員，大学職員として，「大学改革」を直接間接の業務としてき
たが，上記，松浦の分類する②・③の事柄に，現場の「改革派」教職員たちの関心が，あまりにも偏
り過ぎているのではないかとの懸念をもっている。すなわち，昨今の「大学改革論」の動向は，大別
すれば次の二つに集約される。学生に対する教育改革と，大学組織の経営改革である。
後述するように近年の大学は，もはや単純な種別化が不可能なまでに，ますますの大衆化，階層分
化が進行している。また，少なくとも教育組織としての大学機能を考える時，如何なるタイプの「大
学」であっても，上記二つの課題から逃れることはできない。加えて，「教育」と「経営」は，ある
種の護送船団方式の下にあった日本の大学が，これまで等閑にしてきた改革の重要テーマであること
も疑いなく，その解決への処方箋を意識的に求めようとする向きは必然であろう。
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しかし筆者を含め，これら「大学改革」の潮流に，本質的な違和感を覚える「大学人」が，どの大
学にも少なからず存在するようである。その「違和感」の正体は何か。おそらくそれは，前述の舘の
指摘する「高度な知識の機関」であろうとする大学像の欠如，あるいは，松浦の指摘する「大学改革
論」の本質的課題に由来するものではあるまいか。すなわち，「我が大学は何のために存在するのか」，
「我々は何故「学校」ではなく「大学」であるのか」という「本質的な問い」の欠落，全ての大学「改
革論」の大前提たる「大学論」不在の情況である。
戦後日本においては，あまりに多様な教育機関が，戦後改革の理想であった「平等」の理念を錦旗
として「大学」の名の下に包括され過ぎてしまい，自大学の「大学」たる所以を「大学」自らが意識
的に捉え返そうとすることはなかった。換言すれば，一旦「大学」としての公的認可を得てしまえば，
その時点でその機関は「大学」であり，その内実が，少なくとも組織的な形で検証されるような「伝
統」をもってはこなかった。後述する大学Charteringと Accreditationをめぐる課題は，単なる「制度」
への対応では済まされない。本質的には，自大学の「大学」たる所以を「再定義」するための営みと
して，あくまで主体的に捉えられなければならないものである。
近年は，従来の大学事務職員を大学マネジメントの中核を担う専門人材（Administrator）として位
置づけ直そうとする試みが顕著である。そのための職能開発の動きも活発であるが，山本眞一の調査
によれば，「大学の歴史・制度」「知識社会と大学」「科学技術と大学」という，何れも大学論の本質
に関わる三つのテーマは，大学職員研修の不人気科目ワースト 3であるという（18）。人気の首位は，「大
学の目標・評価・企画」とのことであるが，「我が大学」の拠って立つところ，歴史的・社会的位置
づけ，その存在意義の自覚なくして，どのような「目標」が定められるというのか。「評価」は，目
標に対してなされ，「企画」は，目標に応じて立てられる。筆者が「大学改革」の現状を鑑みるに，
先ず危惧されるのは，長期的視野を欠いたまま，このような短期的目標，目に見える「成果」のみを，
時として短絡的なまでに追い求めようとする忙しない事業評価・成果主義の風潮であり，その潮流で
ある。
２．戦後教育改革と大学
戦前，日本の高等教育は，大きく二つのルートに分かれていた。①旧制高等学校・大学予科から進
学する官学中心の「大学」ルート，②実社会で職に就くための各種専門教育を提供する私学中心の「専
門学校」ルート。周知の通りこれは，②から①への進学の道が閉ざされていた「複線型」と呼ばれる
制度であり，いわば高等教育機会の差別的編制の制度化であった。
当時の高等教育には，国家目的の遂行という強烈な役割期待があった。その機能はその「棲み
分け」にも関わらず，官学・私学の双方に共通して求められ，設置認可（Chartering），適格認定
（Accreditation）の両機能ともに国家（文部省）の独占物であった。換言すれば，日本近代公教育の
設計者たる森有礼の基本方針通り，「学問」と「教育」は明確に分離され，大学を学問の機関，それ
以外を教育の機関とする在り方が，終始徹底されていた。
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その「克服」が目指された戦後教育改革は，いうまでもなく GHQ占領下で行われたため，その評
価については現在に至るまで議論が絶えない。「大学改革」についても，また同様である。
戦後の新制大学に期待された「大学像」は，少数のエリートを養成する「最高学府」ではなく，多
数の大衆に開かれた高等「教育」機関としての姿であった。具体的には，大学を学術研究の中核とし
て，学生に専門教育を施すとともに，道徳的・応用的能力の展開をも図ろうとするものである。すな
わち，①国家主義から自由主義への大学理念の転換（勅令主義から法令主義へ），②「複線型」から「単
線型」への高等教育機関の一元的再編（予備・専門教育の分割実施から一般・専門教育の四年間での
一律実施および年限の短縮），③私学規制などの大幅緩和と大学自治の制度化，などである。
1947年，学校教育法の施行により，大学は「単線型」公教育体系の頂点に位置づけられ，以後，
戦前の多様な高等教育機関は，画一的な制度的再編を余儀なくされることになる。戦後教育改革に
関する GHQ担当部局は CIE（民間情報教育局）教育課であるが，日本側は内閣に南原繁を委員長と
する教育刷新委員会を設置し，これと文部省が GHQとの間で調整委員会を設け，改革案について検
討・折衝を行った（19）。新制大学の成立によって，日本の「大学」は急速な量的膨張を遂げることに
なるが，同時に，現在まで続く重要課題が早くも顕在化している。大学の「質」の問題である。大学
の新増設・高等教育の拡大については，戦前から絶えず議論が繰り返され，1918年，帝国議会に提
出された「高等諸学校創設及拡張計画」など戦間期の高等教育拡張計画とその議論の方向性とが，戦
後高等教育の量的拡大を支えた直接の基盤であった（20）。
「戦後改革」の全般に亘って GHQの圧力がもたらした影響は自明であるが，アメリカ型「大学改革」
の傾向が最も顕著に現れたのは，新制大学発足時の指導原理である。すなわち，①大学の設置認可行
政における官僚統制の排除・形式化，②専門家による大学基準制定・運用，③大学の自主的努力と団
体規制による大学水準の維持・向上，などである（21）。無論これらは，戦前の国家統制に対する批判
的性格を色濃く反映するものであるが，同時に，現在進行中の大学改革の論理を先取りするものとも
いえる。
しかし，結論からいえば，このモデルは早々に挫折する。新制大学の設置基準・設立認可基準とし
て運用された「大学基準協会」（1947年）の「大学基準」（Chartering）が，当初，大学として「最
低」の基準を示すもの，すなわち，各大学の自主性と個性を尊重した質の維持・向上を約束するもの
であったはずが，現実には設置審査の「最高」の基準と看做されて，肝心の Accreditationに至って
は，「当時の大学人にひろく理解されたとはいえず」，「大学基準協会に集まった大学人たちの理想と
努力にもかかわらず，ついに日本の社会に充分根づく機会を得られないままに，その本来の機能をう
しなっていった」ためである（22）。
喜多村和之は，「比較的低い基準を申請校に適用し，旧制度に比して著しく許容的かつ開放的に運
用されてきた戦後の設置認可方式なくしては，昭和 30年代以降急速に増大してきた大学進学の圧力
を日本の新制大学はとうてい吸収することはできなかった。」「大学の設置認可にたいする官僚統制の
排除という戦後改革の原理は，少なくとも昭和 30年代に至る期間までは実質的に貫徹された」とす
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る一方，「最低基準を充たして合格し」，「半永久的に大学としてのステイタスを保障されることになっ
た」，「大学間の格差の増大をさらに促進せしめる結果をも同時にもたらした」，「大学という名の高等
教育機関の濫造」を指摘している（23）。
また，天野郁夫は，「戦後改革とそれによる四年制の新制大学の発足は，積年の問題をいっきょに
強権的に解決するものであったよう」な形となるが，「改革は制度の基本的な構造にまで及ぶもので
はなく，専門学校と大学の間に存在したさまざまな格差は，そのままに新しい大学に引き継がれ（中
略＝引用者），戦前期にすでに大学であった学校と，専門学校であったそれとの格差は，新しい私立
大学の間に「学校差」として定着し，また帝国大学の後身である「国立総合大学」と，専門学校に師
範学校・高等学校・医科大学などを統合して発足した「地方国立大学」との間にも，大きな格差」を
生み出すことになったと結論づけている（24）。戦後改革の初発の段階におけるこれらの情況は，単純
な大学間格差の問題だけでは済まされなくなった今日の大学の制度的「混迷」の基盤でもある。
国家統制を排した専門家による大学基準の制定運用，大学の自主的努力と団体規制による大学水準
の維持向上，といった理想を掲げた Charteringと Accreditationの試みは，結局，短期で挫折を余儀
なくされ，文部省主導の設置認可行政が復活する。その評価は様々であるが，当事者たる大学側の全
体的な問題関心の欠如が，その重要な一因であることは確かなようである。元文部事務次官の村山松
雄は，「基準設定協議会や基準協会に関係した人は，熱心に討議されたようですが，一般の大学人と
いうのは，関心があまりなかったんじゃないですか。つまり，旧制大学の人は学校教育法によって自
分らが根本的に変わるという意識はあまりなかったと思いますね。それから旧制の専門学校なんかの
人は，この機会にわれわれも大学になれそうだということで，いわゆる昇格運動には熱心でしたが，
その大学になるということがどういうことかという認識はあんまりなかったようですね」と証言して
いる（25）。
独立回復後の 1956年，文部省は省令「大学設置基準」を制定，官僚統制の否定から出発した設置
認可行政は，統制復活の方向へと再転換した。「なお，この大学設置基準の制定については（中略＝
引用者），大学側あるいは諸協会側に目立った反対の動きはなかった（26）。」
３．戦後教育政策と大学
日本の教育政策において近年特筆されるべき大きなトピックに，2006年の教育基本法「改正」が
ある。旧教育基本法は，戦後日本の教育制度を根幹において規定し，戦争による荒廃から奇跡的な経
済発展を遂げた復興の立役者として，敬意を込めて「教育の憲法」とも称されてきた。それが制定以
来初めて，新法の制定にも匹敵する全面的「改正」を受けたのである。この新「教育基本法」について，
特に高等教育政策に絡んで注目すべき点は，旧法で独立の条項が設けられていなかった「大学」の基
本的役割について，新たに独立の規定が設けられたことである。
「大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力を培うとともに，深く真理を探究して新た
な知見を創造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものと
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する。」
「大学については，自主性，自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなけれ
ばならない。」（第 7条）
また「学校教育法」においては，大学は次のように定義されている。
「大学は，学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，
道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。」
「大学は，その目的を実現するための教育研究を行い，その成果を広く社会に提供することによ
り，社会の発展に寄与するものとする。」（第 83条）
これら法令に基づき文部省（文部科学省）は，省令「大学設置基準」によって，前述の「大学基準」
を引き継ぎ，大学設置に必要な「最低基準」を定めている。1956年の省令化以降，この「設置基準」は，
いわゆる設置認可行政の「装置」として機能し，一時形骸化の指摘を受けつつも，総体としては大学
に対する強い国家統制の象徴として，常に大学関係者の「怨嗟」の的であった。
それが 1991年，大学設置基準「大綱化」により大幅に簡素化され，その後も段階的な規制緩和が
続き，自己点検・評価の「努力義務」としての導入を経て，今日の大学認証評価「制度化」へと至る
のである。ある意味では教育行政の責任放棄とも受け取れるほどの大規模な規制緩和と第三者評価導
入，高等教育における「事前規制から事後チェックへ」の政策転換は，とりもなおさず大学の「質」
の確保と「水準」の維持，その規制と保証の行政装置の一大転換であった。設置基準や設置認可制度，
その他各種の法的規制や行政上の評価，直接的な規制と並んで最も重要な政策誘導の手段となる財政
措置など，完全なる「自由化」がなされたわけではないが，無論それら枠組みの多くは大学の「公共
性」に由来する。
天野郁夫は，「これまでわが国の大学も高等教育システムも，設置認可行政を中心とした文部科学
省の，直接的できびしい規制のもとにおかれてきた。一九九〇年代にはじまる一連の改革は，その規
制を緩和・廃止し，システムを構成するそれぞれの大学に，選択と決定のより大きな自由を認める方
向で進められてきた。新世紀をむかえて急ピッチで進められるようになった強い「外圧」のもとでの
改革は，そうした「自由化」の方向をさらに加速するものであり，その意味で，これまで高等教育の
世界を支配してきた伝統的な諸秩序に対する強い破壊力をもつものであった。文部科学省の行政機構
の一部であった国立大学の法人化と，設置認可行政と代替的な新しい質の保証システムとしての「認
証評価制度」の導入は，そうした改革の基本的な性格と方向性を象徴する」ものと総括する。天野は，
日本における教育社会学研究の第一人者として，また 1975年以降現在に至るまで，ほぼ一貫して文
部省・文部科学省委嘱の高等教育計画立案の専門委員として大学改革に関わり続けた人物であり，そ
の見解ないし回想は最早史料的価値の観点からも無視できない（27）。
天野は，1998年大学審議会答申「21世紀の大学像と今後の改革方策について」を，「その時点での
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高等教育のグランドデザインを，明確に描いてみせたもの」と評価する。しかし，「改革はそのグラ
ンドデザインを大きく超える方向に，しかも異常なほどの速度で進展し始めた。二〇〇一年の文部科
学省いわゆる「遠山プラン」（「大学（国立大学）の構造改革方針」），二〇〇二年の中央教育審議会大
学分科会の認証評価・専門職大学院・法科大学院の諸制度に関する三答申，二〇〇三年の国立大学法
人法の成立と挙げていけば，この数年の間に「二一世紀の大学像」答申の想定しなかった大きな規模
の改革が，いかに急激に進められてきたかがわかる」と慨嘆する。そして，「文部科学省の高等教育
行政にも有無をいわせぬ「外圧」として及んできた総合規制改革，あるいは「小泉改革」の大きな動
き」によって，「九八年に描かれた高等教育のグランドデザインを根底から突き崩すような大改革が，
この二一世紀の最初の数年間に進行し始めた」結果，責任官庁たる文部科学省自身が，日本の大学体
系のグランドデザインを描けない，大学の「将来像の提示と政策誘導」など，既に不可能な時代となっ
てしまったのではないかと述べている（28）。
「大綱化」の効果を政府統計（学校基本調査）で確認すれば，1991年時点で計 514校（国立 97校，
公立 39校，私立 378校）であった四年制大学数は，2010年現在，計 778校（国立 86校，公立 95校，
私立 597校）と急増している。一方，戦後改革時，大学の「質」に関わる問題を背景として暫定制度
化された短期大学は，1991年時点で計 592校（国立 41校，公立 54校，私立 497校）と四年制大学
数を上回っていたものが，2010年現在，計 395校（国立 0校，公立 26校，私立 369校）と激減，な
おかつ，筆者の調査によれば，その相当数が四年制大学への「昇格」を果たしている。調査の詳細に
ついては別の機会に譲るが，極言すれば，このような「大学という名の高等教育機関の濫造」と，前
述した「大学改革の短絡的成果主義」の風潮が結びついて，現在の「改革潮流」が形成された側面は
否定し難い。
これら改革の成果と評価に関わる課題は，今なお山積している。そもそも大学評価とは，誰の，何
のための評価なのか。国家がある種の責任放棄の姿勢を明確化した史上空前の「規制緩和」が実施さ
れた中，大学自身が「大学」の定義を喪い迷走状態にある中で，膨大な事務作業の弊害のみ指摘され
る現在の評価システムと評価基準は，大学の改善と自己変革を促す上で有効なのか，適切なのか，そ
もそも確かな実効性を，建設的な意義を持ち得るものなのか。事態は未だ「混迷」の中にある。
４．大学改革と大学評価
ボランタリズムに基づく大学適格認定（Accreditation）実施機関として，本邦最も長い歴史を有す
るのが前述した「大学基準協会」である。同協会は機関としての大学評価基準を定めるにあたって，
その「趣旨」の中で「大学」を次のように定義している。
「大学は，学問の自由を尊重し，高度の教育および学術研究の中心機関として，有為な人材の育
成，新たな知識と技術の創造と活用，学術文化の継承と発展等を通して，学問の進歩と社会の発
展に貢献するという使命を担っている。大学は，この使命を自覚し，大学として適切な水準を維
持すると同時に，その掲げる理念・目的の達成に向けて組織・活動を不断に検証し，その充実向
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上に努めていくことが必要である（29）。」
戦後改革の「輝ける理想」が早々に挫折して半世紀，今日「復活」を見た，現在の大学 Chartering
と Accreditationの「指標」とは何か。
先ず，大学「設置基準」（Chartering）の基本的視座については，概ね以下の三項目に大別される。
①「教員」の基準（教育研究上の基本組織，教員組織，教員資格など）
②「教育システム」の基準（収容定員，教育課程，卒業要件など）
③「教育環境」の基準（校地，校舎など施設および設備，事務組織など）
次に，大学「評価基準」（Accreditation）の基本的指標であるが，こちらも各評価機関に共通のも
のとして，概ね以下の十項目に大別される。
①大学の目的，②教育研究組織，③学生の受入，④教育内容・方法，⑤学生支援，
⑥教職員組織，⑦施設・設備，⑧管理運営，⑨財務，⑩社会的活動その他
現代日本における大学 Charteringと Accreditation，両者に共通する視点，すなわち，大学の公的
な役割期待は何処にあるのか。上記を鑑みるに，それは「教育の質」であって，おそらく多くの大学
人が大学の第一義と考える「研究の質」が，ここではほとんど問われていないことに注目せねばなら
ない。田中毎実は，「この教育改革の動きにおいては，大学教育を効率化・機能化・システム化して
「学校化」しようとする趨勢が圧倒的に優位であり」，かつ「不可避的」であると指摘する（30）。
田中は，今日の大学を，「経営重点大学，教育重点大学，研究重点大学」に類型化しているが，単
純に「種別化」できないまでに多様化した「大学」の共通理念を如何に理解すればよいのか，現行の
評価の基準は大学の「理念」やその「目的」の達成如何を把握するツールとして有効であるのか，時
代と社会の要求に基づく「可変性」と研究と教育の本質に基づく「不変性」の相克を如何に捉えるの
か，課題は山積している。そもそも極限まで「階層分化」が進んだかに見える今日の「大学」の何処
に，如何なる共通性が求められるのか，「大学」と「学校」は何処がどう違うのか，その「核心」が
混沌の中にある。
前述の通り，新「教育基本法」は大学を，「学術の中心として，高い教養と専門的能力を培うとと
もに，深く真理を探究して新たな知見を創造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，社
会の発展に寄与するもの」と定義し，同じく学校教育法は大学の目的を，「学術の中心として，広く
知識を授けるとともに，深く専門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を展開させるこ
と」としている。遵法精神に則れば，この目的の阻害要因となる改善すべき「中心問題」を設定し，
目的に沿った，より「望ましい状態」を実現するためのプロジェクトを立案し，実施することが，「大
学改革」への基本姿勢となるであろう。
また，行政の基本施策・政策の方向性についても同様である。例えば，「大学の質的向上に資する
評価システムの確立」がプロジェクトのテーマであるならば，解決すべき具体の情況は，国内の少子
化・高学歴化が進行し，かつ社会のあらゆる局面でグローバル化が進展する中で，「生き残りのため
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の経営の論理を優先する大学マネジメントが横行する」ような事態である。そうなれば，大学に求め
られる機能と「質」が損なわれる危険性が高まる。その問題が解決されなければ，すなわち，大学へ
の役割期待の「水準」を大きく割り込むような「不適格」な大学が増加するような事態となれば，た
とえ自由市場に基づく自己責任を原則としても，少なくとも一部には深刻な混乱が生じ，日本の大学
システム全体への信頼が損なわれ，翻って国際的な信用をも失いかねない。
教育基本法によれば，「大学については，自主性，自律性その他の大学における教育及び研究の特
性が尊重されなければならない」のであるから，それらを侵すおそれのある要素，すなわち，大学自
治への介入危険性を可能な限り抑止するために，大学評価の公平性・透明性が担保される充分な措置
がなされた専門機関が，大学組織とその活動の向上に資する「指標」としての評価基準を策定し，そ
れに拠って各大学の改善と改革を支援しつつ，当該大学の「質」を評価し，各大学個々の取り組みの
妥当性を検証し，客観性を担保して，対社会的にその「質」を保証するためのシステムを確立するた
めのアプローチを具体化し，実行してゆくことになろう。問題の本質は，システムの「形式」を整え
ることではない。確かな実効性と建設的な意義を有する Innovativeな「環境」を整えることにある。
加えて今や大学をめぐる評価は，公的システムとしての認証評価にとどまらない。ICT化・グロー
バル化・ボーダレス化に伴う「国際評価」，社会的存在としての「ステークホルダーの評価」，大学ラ
ンキングなどに代表される「マスメディアの評価」，経営面における「財務評価」，そして究極の意味
での「市場評価」など，多種多様，極めて多彩な「評価」の視線が大学を取り巻いている。大学評価
の問題を考えることは，大学改革の在り方を考えることであり，つまるところ「大学とは何か」とい
う根本的な命題に行き着かざるを得ない。
今日の大学は，極めて多面的・多角的な「評価」にさらされ，おしなべて「改革」を迫られている。
これら「改革」の一部急進的動向が，「学問の自由」と「大学の自治」を脅かすものとして危機を叫
び警戒を深める向きは，至極もっともなことであり，むしろアカデミズムの担い手たるサイエンティ
ストとしての誇りと責任，その健全性に立脚する大学人の「公人」としての「抵抗」は，正当に評価
され，かつ傾聴されなければならない。反面，あらゆる変革をそれらの文脈にこじつけ，蛸壺の中か
らほとんど本能的な拒絶反応を示す「大学人」が存在することもまた，一面の事実である。
大学に限らず，およそ組織体である以上，常に何らかの改善や自己変革，自助と自浄の努力が求め
られることは自明である。それを外圧云々と否定的に捉えることなく，大学がいつまでも「大学」で
在り続けるために必要な改革とは何か，それを自ら志向し，思考し，実践することこそが，在るべき
大学人の姿であろう。日本の大学は既に百数十年の歴史を刻んでいる。日本アカデミズムの伝統ある
いは自戒に由来する，独自の「日本モデル」ともいうべき大学の「自立」と「自律」の在るべき姿
を，大学人は自らの手で率先して模索してゆかねばならない。最高学府の誇りを喪った大学は，もは
や「大学」ではない。今，求められているものは，時に各大学の教育的・経営的課題を超えた，「大学」
としての歴史的・社会的な文脈を踏まえた，サイエンティストの矜持と精神に基づく自主的な「大学
改革」に他ならない。
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むすびにかえて
アカデミズムの普遍的価値，日本の大学人の叡智，研鑽，苦闘の歴史に相応しい形で「最高学府」
の在るべき姿を追い求めること。その試みと営みは，おそらく社会のあらゆる分野に新たな地平をも
たらすはずである。何より国際，国家，地域といった「公」と，市民社会「民」を遍く横断する存在
として，「大学」の存在は，メディア，ジャーナリズムのそれと同じく，それらを結び付け，評価し，
調整するものとして捉えられるべきであろう。
今，大学は，歴史と社会に対して，自らの「大学」たる所以を明らかにすることを求められている。
破綻寸前の国家財政に公的支援は最早見込み難い。交付金も助成金も初手からなきものとして，「財
の独立」を画策し「学の独立」を維持する覚悟がなければならない。「最高学府」の権威は，既に地
下に潜行して久しい。「最高学府はバカだらけ（31）」と揶揄され，「高学歴ワーキングプア（32）」の生産
工場と皮肉られる。少数の既得権者の利益を護るため，悲鳴を上げて走り回る無数のパートタイマー
がいる。大学の常識は世間の非常識と嘲りの声も消えない。
大学には，時代と社会の要請に基づく「可変性」，研究と教育の本質に基づく「不変性」，その双方
が求められる。戦後ドイツは，間接統治の日本と異なり直接軍政が敷かれたにも拘らず，こと「大学」
に関しては「その核心において，ドイツの大学は健全である」との信念のもと，フンボルトの伝統，
ワイマール体制のモデルに回帰し，その体系を一切変更しなかった。福田歓一は，「戦後日本の大学
イメイジのうち最も困るのは，大学は容易に作れるものだというイメイジです」と語った（33）。日本
の大学は，本質的には須く「国策大学」であった。「残念ながら，日本の大学の歴史を語ろうとすると，
法令を引用するのが一番わかりやすい」という寺﨑昌男の言葉は，その実態を象徴している（34）。
しかし戦後初期における大学基準問題などの例を見ても，どうやらそれをもって「大学淘汰の時代」
を招いた責任を，「外圧」にのみ負わせることは適当ではない。今後は，否，今度こそ「大学」自身
が，歴史と社会の中での立ち位置を自覚的に模索する必要がある。「歴史」だの「社会」だのといっ
た御大層なことまで考える余裕はないと悲痛に訴える大学関係者も多かろうが，例えばごく身近にも
「卒業生」という歴史があり，「在学生」という社会がある。彼等彼女等のために何もできないと放言
する大学人はよもや存在しまい。
「この一〇数年，大学改革の最前線にかかわりを持ってきた」という天野郁夫は，近著のあとがき
で次のように述べている。「いつ果てるともない改革の先端を追いかけ，論文や本を書いているうち
に，次第に倦んだというか，改革論議にかかわり続ける気力が失われ，もっと力を尽くすべき別の課
題があるのではと，思うようになった。「不易流行」という言葉があるが，大学改革とそれがもたら
す変化という「流行」を追っているうちに，「不易」の部分，つまり改革の対象とされているわが国
の大学組織や，高等教育システムの基本的な構造は何かが，あらためて気になり始めたのである（35）。」
日本初の体系的大学通史を纏めた大久保利謙は，「大學に於ける日本的性格の探求は，日本の大學
史の最も重要な課題である」と記した（36）。皇至道は大学紛争期，「大学の本質および制度に関する歴
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史的な理解が，日本の学界・教育界および一般有識者の間に欠けていること」に憂慮を示した（37）。
「大学は歴史の思想で変わる（38）」それは大学人一人ひとりが，大きな歴史的文脈の中に位置づけられ
た存在であることを自覚しつつ，個々の社会的責務を全うしてゆくことに他ならない。
「大学改革」の歴史は，時勢に冠絶する普遍的真理と，学術的真実を考究する「学問の自由」，それ
を担保する「大学の自治」を勝ち取るための，大学人の苦闘の歴史でもある。大学とは，公権力を相
対化する今一つの「公」に他ならない。大学が公共財として，如何なる時代も十全に機能し，人類の
福祉と文明の進歩に寄与するために，大学人はその矜持に懸けて，大学の「公平と効率」，その均衡
を探り続けなければならない。
大学は，「知の殿堂」「文明の象徴」そして「平和の砦」である。大学は，今後も「大学」で在り続
けるために，自律的な改革に拠って自立せねばならず，その自覚と公共財としての価値，その意義と
在り方が問われているのである。
注⑴ 後述する，いわゆる「遠山プラン」に代表される一連の大学「構造改革」路線の決定。
　⑵  山岸駿介（2001）『大学改革の現場へ』玉川大学出版部，pp. 3。
　⑶  古沢由紀子（2001）『大学サバイバル―再生への選択』集英社新書。
　⑷  喜多村和之（1990）『大学淘汰の時代―消費社会の高等教育』中公新書。
　⑸  スタッフ・ディベロップメント（Staff＝大学職員組織の Development＝能力開発の意）の略。
　⑹  舘昭・岩永雅也編（2004）『岐路に立つ大学』放送大学教育振興会，pp. 12–13。
　⑺  有本章・羽田貴史・山野井敦徳編（2005）『高等教育概論―大学の基礎を学ぶ』ミネルヴァ書房，pp. i。
　⑻  寺﨑昌男（2007）『大学改革―その先を読む』東信堂，pp. 174。
　⑼  天野郁夫（2006）『大学改革の社会学』玉川大学出版部，pp. 5。
　⑽  大学・高等教育研究の動向に関する網羅的な整理・総括については，広島大学高等教育研究開発センター
（2006）『大学論集』第 36集，日本高等教育学会（1998）『高等教育研究』第 1集，などに詳しい。先行研究
の方向性に関する本論の基本的な理解も両書による。
　⑾   朝日新聞出版『大学ランキング』は，1995年度版から週刊朝日ムックとして各年度刊行中。
　⑿  後述する，1991年の大学設置基準「大綱化」は，極言すれば，カリキュラム編成弾力化などの大幅な規制
緩和であり，これを契機として，新制大学創設以来の「懸案事項」であった一般教養組織の解体，一般・専
門教育の統合，教員の学部・学科所属，自己点検・評価など，今日の「大学改革の時代」に直接繋がる大学
内外の大変革がもたらされることになる。
　⒀  日本記号学会編（2006）『溶解する〈大学〉』慶應義塾大学出版会，pp. 107–127。なお，批判の多い『大学
ランキング』（例えば，蓮實重彦他編（2003）『大学の倫理』東京大学出版会，pp.265）の意図するところや
小林自身の「大学論」については，小林哲夫（2007）『ニッポンの大学』講談社現代新書，などを参照。
　⒁  いわゆる「フンボルト理念」の見直しや再考に関する議論も近年著しい。例えば，潮木守一（2008）『フ
ンボルト理念の終焉？ ―現代大学の新次元』東信堂，などを参照。
　⒂  日本教育学会（2009）『教育学研究』第 76巻第 2号，pp. 1–64，同（2003）第 70巻第 2号，pp. 1–88，同
第 70巻第 1号，pp. 1–42，同（2002）第 69巻第 4号，pp. 78–104。
　⒃  ファカルティ・ディベロップメント（Faculty＝大学教員組織の Development＝能力開発の意）の略。
　⒄  松浦良充（2005）「遠景としてみる大学・高等教育研究―周辺性・棲み分け・改革連動」日本教育学会『教
育学研究』第 72巻第 2号，pp. 85–94。
　⒅  山本眞一編（2004）『SD（スタッフ・ディベロップメント）が変える大学の未来―大学事務職員から大学
62 「大学改革論」の視座（木田）
経営人材へ』文葉社，pp. iii。
　⒆  新制大学制度創設期の事情については，例えば，鳥居朋子（2008）『戦後初期における大学改革構想の研究』
多賀出版，土持ゲーリー法一（2006）『戦後日本の高等教育改革政策―「教養教育」の構築』玉川大学出版部，
同（1996）『新制大学の誕生―戦後私立大学政策の展開』玉川大学出版部，海後宗臣・寺﨑昌男（1969）『大
学教育（戦後日本の教育改革 第九巻）』東京大学出版会，などを参照。
　⒇  戦間期から敗戦直後に至るまでの大学・高等教育の動向については，例えば，伊藤彰浩（1999）『戦間期
日本の高等教育』玉川大学出版部，羽田貴史（1999）『戦後大学改革』玉川大学出版部，などを参照。
　21  喜多村和之（2001）『現代大学の変革と政策―歴史的・比較的考察』玉川大学出版部，pp. 106。
　22 天城勲・慶伊富長編（1977）『大学設置基準の研究』東京大学出版会，pp. 114–115。
　23 天城・慶伊編（1977）前掲書，pp. 111–112。
　24 天野郁夫（1986）『高等教育の日本的構造』玉川大学出版部，pp. 57–58。
　25 大﨑仁編『戦後大学史―戦後の改革と新制大学の成立』第一法規出版，pp. 120。
　26 海後・寺﨑（1969）前掲書，pp. 547。
　27 天野（2006）前掲書，pp. 3。
　28 天野（2006）前掲書，pp. 76–77。
　29 http://www.juaa.or.jp/images/accreditation/pdf/standard.pdf（最終閲覧 2010/01/09）
　30 田中毎実（2002）「大学の学校化―大学教育改革の行方と教育理論」藤田英典・黒崎勲・片桐芳雄・佐藤学
編『大学改革（教育学年報 9）』世織書房，pp. 97。
　31 石渡嶺司（2007）『最高学府はバカだらけ―全入時代の大学「崖っぷち」事情』光文社新書。
　32 水月昭道（2007）『高学歴ワーキングプア―「フリーター生産工場」としての大学院』光文社新書。
　33 福田歓一（1998）『人間形成と高等教育（福田歓一著作集 第九巻）』岩波書店，pp. 3。
　34 寺﨑（2007）前掲書，pp. 37。
　35 天野郁夫（2009）『大学の誕生（下巻）―大学への挑戦』中公新書，pp. 415。
　36 大久保利謙（1943）『日本の大學』創元社，pp. 13。
　37 皇至道（1970）『大学の歴史と改革』講談社現代新書，pp. 3。
　38 寺﨑昌男（2006）『大学は歴史の思想で変わる― FD・評価・私学』東信堂。
